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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ウェブとそのウェブを挟んで両側に設けられる一対のフランジとを有する形鋼からなり
、前記ウェブと前記各フランジとにより囲まれた溝部を屋外側に向けた状態で建物外周部
に沿って設けられた外周梁と、
　前記外周梁の屋外側に連結され、当該外周梁と交差する方向に延びる交差梁と、
　発泡系断熱材からなり、前記外周梁の屋外側において当該外周梁の上下高さ全域を覆う
ように当該外周梁に沿って延びるように設けられ、かつ前記交差梁によって分断された外
周梁断熱材と、を備え、
　前記外周梁における前記交差梁との連結部位には、前記溝部に梁内断熱材が配設されて
いることを特徴とする建物の断熱構造。
【請求項２】
　前記梁内断熱材は、前記溝部において、その一部が前記外周梁断熱材と前記ウェブとの
間に入り込んだ状態で設けられていることを特徴とする請求項１に記載の建物の断熱構造
。
【請求項３】
　前記交差梁は、ウェブとそのウェブを挟んで両側に設けられる一対のフランジとを有す
る形鋼からなり、前記ウェブと前記各フランジとにより囲まれた溝部を側方に向けた状態
で設けられており、
　前記梁内断熱材は、前記外周梁の前記連結部位における当該外周梁の溝部と前記交差梁
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の溝部とに跨がって配設されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の建物の断熱
構造。
【請求項４】
　前記梁内断熱材は、前記外周梁の前記連結部位においてその溝部に配設された第１断熱
部と、前記第１断熱部から当該溝部に沿って延び前記外周梁断熱材と前記ウェブとの間に
入り込んだ第２断熱部と、前記第１断熱部から屋外側に延び前記交差梁の前記溝部に入り
込んだ第３断熱部とを有することでＬ字状をなしていることを特徴とする請求項３に記載
の建物の断熱構造。
【請求項５】
　前記交差梁は、前記ウェブを挟んだ両側にそれぞれ側方に向けて開放された前記溝部を
有するＨ形鋼よりなり、
　前記梁内断熱材は、前記交差梁のそれら各溝部に対してそれぞれ設けられており、
　それら各梁内断熱材がいずれも前記外周梁の前記連結部位における当該外周梁の溝部と
前記交差梁の溝部とに跨がって配設されていることを特徴とする請求項３又は４に記載の
建物の断熱構造。
【請求項６】
　前記梁内断熱材は、繊維系断熱材により形成されていることを特徴とする請求項１乃至
５のいずれか一項に記載の建物の断熱構造。
【請求項７】
　前記外周梁が建物外周部に沿って横並びで複数設けられており、
　前記交差梁は、隣り合う前記外周梁の境界部付近でそれら各外周梁のうち少なくともい
ずれかと連結されており、
　前記梁内断熱材は、それら各外周梁の前記溝部に跨がって配設されていることを特徴と
する請求項１乃至６のいずれか一項に記載の建物の断熱構造。
【請求項８】
　建物本体と、その建物本体から屋外側に張り出して設けられた張出部とを備える建物に
適用され、
　前記外周梁は、前記建物本体の外周部に沿って設けられており、
　前記張出部は、前記外周梁に連結された前記交差梁としての支持梁を複数備え、
　前記外周梁断熱材は、それら各支持梁によってそれぞれ分断されており、
　前記梁内断熱材は、前記外周梁における前記各支持梁との連結部位ごとにそれぞれ配設
されていることを特徴とする請求項１乃至７のいずれか一項に記載の建物の断熱構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物の断熱構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　住宅等の建物では、建物外周部に沿って外周梁が設けられている。外周梁は形鋼を用い
て構成されることが多いが、その中でも特に断面効率に優れたＨ形鋼がよく用いられる（
例えば特許文献１参照）。外周梁がＨ形鋼からなる場合、外周梁はそのウェブを上下に向
けた状態で、換言するとウェブを挟んだ両側の溝部をそれぞれ屋内側及び屋外側に向けた
状態で建物外周部に配設される。
【０００３】
　ところで、外周梁は建物外周部に配置されることから熱橋となり易い。そこで、外周梁
の屋外側に当該外周梁に沿って断熱材を設けることで、外周梁が熱橋となるのを抑制する
ようにした断熱構造が知られている。この種の断熱構造では一般に断熱材として、断熱性
能に優れた発泡系断熱材（硬質系断熱材）よりなる板状の断熱材が用いられる。ここで、
Ｈ形鋼からなる外周梁にかかる断熱材を屋外側から設ける場合、断熱材を外周梁において
屋外側の溝部の開口を塞ぐようにして上下の各フランジに跨がって設けることが考えられ
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る。この場合、Ｈ形鋼からなる外周梁において上下各フランジを含む上下高さ全域を屋外
側から断熱材で覆うことができ、外周梁が熱橋となるのを抑制することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１２７２９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、住宅等の建物では、建物本体から屋外側に張り出すようにしてバルコニーが
設けられる場合がある。かかるキャンチ（片持ち）式のバルコニーでは、バルコニー床の
下方に当該床を下方から支持する支持梁が設けられる。かかる支持梁は、外周梁に連結さ
れ当該外周梁から屋外側に延びるように設けられる。
【０００６】
　ここでこのような構成において、外周梁の屋外側に当該外周梁に沿って断熱材を設ける
場合、外周梁の屋外側に支持梁が連結された連結部位では断熱材を配設することができな
い。そのため、かかる構成では、断熱材を当該連結部位で分断して配置する必要がある。
しかしながら、その場合当該連結部位で断熱欠損が生じてしまうこととなるため、当該連
結部位で外周梁が熱橋となるおそれがあり、断熱性能の低下が懸念される。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、外周梁が熱橋となるのを抑制するこ
とで、断熱性能の低下を抑制することができる建物の断熱構造を提供することを主たる目
的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決すべく、第１の発明の建物の断熱構造は、ウェブとそのウェブを挟んで
両側に設けられる一対のフランジとを有する形鋼からなり、前記ウェブと前記各フランジ
とにより囲まれた溝部を屋外側に向けた状態で建物外周部に沿って設けられた外周梁と、
前記外周梁の屋外側に連結され、当該外周梁と交差する方向に延びる交差梁と、発泡系断
熱材からなり、前記外周梁の屋外側において当該外周梁の上下高さ全域を覆うように当該
外周梁に沿って延びるように設けられ、かつ前記交差梁によって分断された外周梁断熱材
と、を備え、前記外周梁における前記交差梁との連結部位には、前記溝部に梁内断熱材が
配設されていることを特徴とする。
【０００９】
　本発明によれば、外周梁の屋外側に当該外周梁に沿って設けられた外周梁断熱材が、外
周梁の屋外側に連結された交差梁によって分断されているものの、外周梁における当該交
差梁との連結部位には、その溝部に梁内断熱材が配設されているため、当該連結部位にお
いて外周梁が熱橋となることが抑制されている。これにより、断熱性能の低下を抑制する
ことができる。
【００１０】
　第２の発明の建物の断熱構造は、第１の発明において、前記梁内断熱材は、前記溝部に
おいて、その一部が前記外周梁断熱材と前記ウェブとの間に入り込んだ状態で設けられて
いることを特徴とする。
【００１１】
　本発明によれば、外周梁の溝部において梁内断熱材の一部が外周梁断熱材と外周梁のウ
ェブとの間に入り込んでいる。この場合、梁内断熱材と外周梁断熱材とを外周梁の長手方
向に連続させて設けることができるため、断熱性能の低下を抑制する効果を高めることが
できる。
【００１２】
　ここで、梁内断熱材と外周梁断熱材とを互いに接触させた状態で配設することが好まし
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い。そうすれば、梁内断熱材と外周梁断熱材とで連続した断熱ラインを形成することがで
きるため、断熱性能の低下を抑制する効果をより一層高めることができる。
【００１３】
　第３の発明の建物の断熱構造は、第１又は第２の発明において、前記交差梁は、ウェブ
とそのウェブを挟んで両側に設けられる一対のフランジとを有する形鋼からなり、前記ウ
ェブと前記各フランジとにより囲まれた溝部を側方に向けた状態で設けられており、前記
梁内断熱材は、前記外周梁の前記連結部位における当該外周梁の溝部と前記交差梁の溝部
とに跨がって配設されていることを特徴とする。
【００１４】
　本発明によれば、梁内断熱材が外周梁の連結部位における当該外周梁の溝部と交差梁の
溝部とに跨がって配設されているため、梁内断熱材の屋内外方向の長さ（換言すると梁内
断熱材の厚み）を大きくすることができる。これにより、断熱性能の低下をより一層抑制
することができる。
【００１５】
　第４の発明の建物の断熱構造は、第３の発明において、前記梁内断熱材は、前記外周梁
の前記連結部位においてその溝部に配設された第１断熱部と、前記第１断熱部から当該溝
部に沿って延び前記外周梁断熱材と前記ウェブとの間に入り込んだ第２断熱部と、前記第
１断熱部から屋外側に延び前記交差梁の前記溝部に入り込んだ第３断熱部とを有すること
でＬ字状をなしていることを特徴とする。
【００１６】
　本発明によれば、梁内断熱材がＬ字状をなしており、その一部（第２断熱部）が外周梁
の溝部において外周梁断熱材と外周梁のウェブとの間に入り込んでおり、またその一部（
第３断熱部）が交差梁の溝部に入り込んでいる。この場合、上記第２の発明の効果と、上
記第３の発明の効果とを一挙に得ることができ、断熱性能の低下を大いに抑制することが
できる。
【００１７】
　第５の発明の建物の断熱構造は、第３又は第４の発明において、前記交差梁は、前記ウ
ェブを挟んだ両側にそれぞれ側方に向けて開放された前記溝部を有するＨ形鋼よりなり、
前記梁内断熱材は、前記交差梁のそれら各溝部に対してそれぞれ設けられており、それら
各梁内断熱材がいずれも前記外周梁の前記連結部位における当該外周梁の溝部と前記交差
梁の溝部とに跨がって配設されていることを特徴とする。
【００１８】
　本発明によれば、交差梁がウェブを挟んだ両側にそれぞれ溝部を有するＨ形鋼からなる
構成において、それら各溝部に対してそれぞれ梁内断熱材が設けられ、それら各梁内断熱
材がいずれも外周梁の溝部と交差梁の溝部とに跨がるように配設されている。これにより
、交差梁がＨ形鋼からなる場合でも、上記第３の発明の効果を好適に得ることができる。
【００１９】
　第６の発明の建物の断熱構造は、第１乃至第５のいずれかの発明において、前記梁内断
熱材は、繊維系断熱材により形成されていることを特徴とする。
【００２０】
　本発明によれば、梁内断熱材が柔軟性を有する繊維系断熱材により形成されているため
、外周梁の溝部に梁内断熱材を充填させた状態で配設させ易い。そのため、梁内断熱材を
溝部に充填させて断熱性能の向上を図る上で都合がよい。
【００２１】
　また、本発明を上記第５の発明に適用すれば、梁内断熱材を屈曲させる等して簡単にＬ
字状とすることができるとともに、梁内断熱材を外周梁の溝部と交差梁の溝部との双方に
それぞれ充填させ易くすることができる。
【００２２】
　第７の発明の建物の断熱構造は、第１乃至第６のいずれかの発明において、前記外周梁
が建物外周部に沿って横並びで複数設けられており、前記交差梁は、隣り合う前記外周梁
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の境界部付近でそれら各外周梁のうち少なくともいずれかと連結されており、前記梁内断
熱材は、それら各外周梁の前記溝部に跨がって配設されていることを特徴とする。
【００２３】
　本発明によれば、隣り合う各外周梁の溝部に跨がって梁内断熱材が設けられているため
、それら各外周梁の間に生じる隙間を梁内断熱材によって屋外側から塞ぐことができる。
これにより、かかる隙間を通じた空気の出入り、ひいてはその空気の出入りに伴う熱の出
入りを抑制することができ、断熱性能の向上を図ることができる。
【００２４】
　第８の発明の建物の断熱構造は、第１乃至第７のいずれかの発明において、建物本体と
、その建物本体から屋外側に張り出して設けられた張出部とを備える建物に適用され、前
記外周梁は、前記建物本体の外周部に沿って設けられており、前記張出部は、前記外周梁
に連結された前記交差梁としての支持梁を複数備え、前記外周梁断熱材は、それら各支持
梁によってそれぞれ分断されており、前記梁内断熱材は、前記外周梁における前記各支持
梁との連結部位ごとにそれぞれ配設されていることを特徴とする。
【００２５】
　建物本体から屋外側に張り出して張出部が設けられている建物では、張出部が建物本体
の外周梁の屋外側に連結された複数の支持梁によって支持されている場合がある。かかる
構成では、外周梁断熱材がそれら複数の支持梁によって分断されてしまうことになるため
、断熱性能の低下を招き易い。この点本発明によれば、外周梁における各支持梁との連結
部位ごとにそれぞれ梁内断熱材が設けられているため、かかる構成にあっても断熱性能の
低下を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】建物全体を示す概略斜視図。
【図２】バルコニーの床部周辺の構成を示す断面図。
【図３】バルコニーを示す平面図。
【図４】図３の領域Ｃ１における外周梁とバルコニー床梁との連結部分を示しており、（
ａ）が当該連結部分の構成を示す分解斜視図、（ｂ）が平面図である。
【図５】図３の領域Ｃ２における外周梁とバルコニー床梁との連結部分を示しており、（
ａ）が当該連結部分の構成を示す分解斜視図、（ｂ）が平面図である。
【図６】図３の領域Ｃ１における外周梁の断熱構造を示しており、（ａ）が同構造を示す
斜視図、（ｂ）が平面図である。
【図７】図３の領域Ｃ２における外周梁の断熱構造を示しており、（ａ）が同構造を示す
斜視図、（ｂ）が平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下に、本発明を具体化した一実施の形態について図面を参照しつつ説明する。なお、
図１は建物全体を示す概略斜視図である。
【００２８】
　図１に示すように、建物１０は、基礎１１上に配設された建物本体１２と、建物本体１
２の上方に配設された屋根１３とを備える。建物本体１２は、一階部分１５と二階部分１
６とを有してなる二階建てとなっている。
【００２９】
　建物本体１２の二階部分１６には、建物本体１２から屋外側に張り出すようにしてキャ
ンチバルコニー２０（以下、バルコニー２０という）が設けられている。バルコニー２０
は、建物本体１２の一側面部においてその幅方向の端部（建物本体１２の出隅部）から中
間部にかけて設けられている。なおここで、バルコニー２０が張出部に相当する。
【００３０】
　次に、バルコニー２０及びその周辺の構成について図２及び図３に基づいて説明する。
図２はバルコニー２０の床部周辺の構成を示す断面図であり、図３はバルコニー２０を示
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す平面図である。
【００３１】
　図２に示すように、建物本体１２の外周部において、その一階部分１５には、一階居室
２１を屋外との間で仕切る外壁部２４が設けられている。外壁部２４において屋外側には
外壁パネル２５が設けられ、屋内側には内壁面材２６が設けられている。外壁パネル２５
は、外壁面材２７とその裏面側に設けられた外壁フレーム２８とを有している。外壁パネ
ル２５と内壁面材２６との間にはグラスウール２９が設けられ、その上方にはロックウー
ル３３が設けられている。なお、図２中の符号４１は、一階居室２１の天井面材である。
【００３２】
　建物本体１２の外周部において、その二階部分１６には、二階居室２２をバルコニー２
０との間で仕切る外壁部３４が設けられている。外壁部３４において屋外側には外壁パネ
ル３５が設けられ、屋内側には内壁面材３６が設けられている。外壁パネル３５は、バル
コニー２０に面して設けられた外壁面材３７と、その裏面側に設けられた外壁フレーム３
８とを有している。外壁パネル３５と内壁面材３６との間にはグラスウール３９が設けら
れ、外壁面材３７の下方には、その下端部に沿って防水下地材４６が設けられている。
【００３３】
　外壁部３４の下方には二階居室２２の床部が設けられている。床部は、後述する外周梁
３０により支持された２枚の床下地材４３，４４と、その床下地材４３，４４上に敷設さ
れた床仕上げ材（図示略）とを備える。床下地材４３はＡＬＣ床からなり、床下地材４４
はパーティクルボードからなる。床下地材４４は床下地材４３よりも屋外側に延出してお
り、その延出した部分の下方にはロックウール４５が設けられている。ロックウール４５
は、グラスウール３９と上下に並んで配置され、また一階部分１５のロックウール３３及
びグラスウール２９とも上下に並んで配置されている。
【００３４】
　図２及び図３に示すように、建物本体１２の外周部において、一階部分１５と二階部分
１６との間の階間部分１７には当該外周部に沿って延びる外周梁３０が設けられている。
外周梁３０は、建物本体１２の外周部に沿って横並びに複数設けられている。外周梁３０
は、Ｈ形鋼よりなり、上下方向に延びるウェブ３０ａと、ウェブ３０ａの上下両端部に設
けられた一対のフランジ３０ｂ，３０ｃとを有している。外周梁３０には、ウェブ３０ａ
と各フランジ３０ｂ，３０ｃとにより囲まれた溝部３１がウェブ３０ａを挟んだ両側にそ
れぞれ形成されている。外周梁３０は、それら各溝部３１をそれぞれ屋外側及び屋内側に
向けて配設されている。なお、以下においては説明の便宜上、屋外側の溝部３１の符号に
ａを付し、屋内側の溝部３１の符号にｂを付す。
【００３５】
　続いて、バルコニー２０について説明する。
【００３６】
　バルコニー２０は、バルコニー床部５１と、バルコニー床部５１の周縁に沿って立設さ
れたバルコニー腰壁部５２とを備える。バルコニー床部５１は、外周梁３０から屋外側に
向けて延びる複数のバルコニー床梁５４と、それら各バルコニー床梁５４の屋外側の端部
同士を連結するバルコニー連結梁５５とを備える。バルコニー床梁５４とバルコニー連結
梁５５とはいずれもＨ形鋼よりなり、図示しない連結金具等を介して互いに連結されてい
る。なおここで、バルコニー床梁５４が支持梁及び交差梁に相当する。
【００３７】
　バルコニー床梁５４は、外周梁３０に対して直交する向きで設けられ、その一端部が外
周梁３０に連結され、その他端部がバルコニー連結梁５５に連結されている。バルコニー
床梁５４は、上下方向に延びるウェブ５４ａと、ウェブ５４ａの上下両端部に設けられた
一対のフランジ５４ｂ，５４ｃとを有している。バルコニー床梁５４では、ウェブ５４ａ
と各フランジ５４ｂとにより囲まれた溝部５６がウェブ５４ａを挟んだ両側にそれぞれ形
成されており、バルコニー床梁５４はそれら各溝部５６をそれぞれ側方に向けた状態で設
置されている（図４も参照）。なお本実施形態では、バルコニー床梁５４と外周梁３０と
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がいずれも同じ断面を有するＨ形鋼により形成されている。
【００３８】
　バルコニー床梁５４は、外周梁３０の長手方向（換言するとバルコニー２０の横幅方向
）において所定間隔で複数（具体的には３つ）設けられている。具体的には、バルコニー
床梁５４は、バルコニー２０における横幅方向の両端部と中央部とにそれぞれ配置されて
いる。以下の説明では、各バルコニー床梁５４について図３における左側のものから右側
のものにかけて順に、その符号にＡ、Ｂ、Ｃを付す。つまり、各バルコニー床梁５４Ａ～
５４Ｃのうち、バルコニー床梁５４Ａ，５４Ｂは建物本体１２の直線部（非出隅部）から
屋外側に延びており、バルコニー床梁５４Ｃは建物本体１２の出隅部から屋外側に延びて
いる。
【００３９】
　バルコニー床部５１では、各バルコニー床梁５４上とバルコニー連結梁５５上とに跨が
って床下地材５８が設けられており、その床下地材５８上には床断熱材５９が敷設されて
いる。床下地材５８はＡＬＣ床からなり、床断熱材５９は発砲ポリスチレン樹脂からなる
。床断熱材５９上には図示しない防水板が敷設され、その防水板によりバルコニー床部５
１の床面が形成されている。なお、防水板の一部は防水下地材４６の屋外側面に沿って立
ち上げられている。
【００４０】
　バルコニー腰壁部５２は、壁幅方向に所定間隔で立設された複数の腰壁支柱６１と、そ
れら腰壁支柱６１を挟んで両側に設けられた一対の壁面材６２，６３とを備える。腰壁支
柱６１は図示しない連結金具を介してバルコニー連結梁５５に連結されている。
【００４１】
　各バルコニー床梁５４及びバルコニー連結梁５５の下方には軒天板６５が設けられてい
る。軒天板６５は、それらの梁５４，５５に下地材６６を介して支持されている。また、
バルコニー腰壁部５２の下端部には、軒天板６５とバルコニー腰壁部５２の壁面材６２と
を繋ぐ繋ぎ材６７が設けられている。
【００４２】
　次に、外周梁３０におけるバルコニー床梁５４との連結部分の構成について説明する。
ここでは、外周梁３０における各バルコニー床梁５４Ａ～５４との連結部分のうち、バル
コニー床梁５４Ａとの連結部分（図３の領域Ｃ１内）と、バルコニー床梁５４Ｃとの連結
部分（図３の領域Ｃ２内）とについて説明する。図４は、外周梁３０におけるバルコニー
床梁５４Ａとの連結部分を示しており、（ａ）が当該連結部分の構成を示す分解斜視図、
（ｂ）が平面図である。図５は、外周梁３０におけるバルコニー床梁５４Ｃとの連結部分
を示しており、（ａ）が当該連結部分の構成を示す分解斜視図、（ｂ）が平面図である。
【００４３】
　図４（ａ）及び（ｂ）に示すように、外周梁３０におけるバルコニー床梁５４Ａとの連
結部分では、建物外周方向に隣り合う外周梁３０同士が連結金具７１を介して互いに連結
されている。これら各外周梁３０のうち一方の外周梁３０（以下、外周梁３０Ａという）
には、その溝部３１ａに平板状の固定プレート７２が配設されている。固定プレート７２
は、外周梁３０Ａにおける他方の外周梁３０（以下、外周梁３０Ｂという）との境界付近
にて各フランジ３０ｂ，３０ｃ間に跨がって縦向きに設けられ、それら各フランジ３０ｂ
，３０ｃに対して溶接により固定されている。
【００４４】
　連結金具７１は鋼板によりＬ字状に形成されており、互いに直角をなす一対の板部７１
ａ，７１ｂを有している。連結金具７１において、一方の板部７１ａは外周梁３０Ｂのウ
ェブ３０ａの屋外側面に溶接により固定され、他方の板部７１ｂは固定プレート７２の外
周梁３０Ｂ側の板面にボルト７４により固定されている。これにより、隣り合う外周梁３
０Ａ，３０Ｂ同士が連結金具７１（及び固定プレート７２）を介して連結されている。
【００４５】
　板部７１ｂの固定に関して詳しくは、当該板部７１ｂには複数の挿通孔７５が形成され
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ており、固定プレート７２にはそれら各挿通孔７５に対応する位置に複数の挿通孔７６が
形成されている。そして、ボルト７４が板部７１ｂの挿通孔７５を通じて固定プレート７
２の挿通孔７６にねじ込まれることで、板部７１ｂが固定プレート７２に固定されている
。なお、図４（ａ）では、挿通孔７５，７６が上下４箇所に設けられ、そのうち２箇所に
のみボルト７４が挿通されている。
【００４６】
　外周梁３０Ａの屋外側には、バルコニー床梁５４Ａが連結金具７３を介して連結されて
いる。本実施形態では、連結金具７３が上記の連結金具７１と同じ構成を有しており、部
材の共通化が図られている。図４（ａ）では連結金具７３の挿通孔部に連結金具７１の挿
通孔部と同じ符号７５を付している。
【００４７】
　バルコニー床梁５４Ａは、外周梁３０Ａの屋外側において外周梁３０Ｂ側の端部に配置
されており、詳しくは外周梁３０Ａの長手方向においてそのウェブ５４ａを外周梁３０Ａ
の固定プレート７２と位置合わせした状態で配置されている。連結金具７３は、固定プレ
ート７２を挟んで連結金具７１とは反対側に設けられており、その板部７３ａがバルコニ
ー床梁５４Ａのウェブ５４ａに溶接により固定され、その板部７３ｂが外周梁３０Ａのウ
ェブ３０ａの屋外側面にボルト７８により固定されている。これにより、バルコニー床梁
５４Ａと外周梁３０Ａとが連結金具７３を介して連結されている。なお、板部７３ｂは、
その挿通孔７５を通じてボルト７８がウェブ３０ａの挿通孔（図示略）にねじ込まれるこ
とにより固定されている。また、板部７３ａにはボルト７４が挿通される逃がし孔７９が
形成されている。
【００４８】
　続いて、外周梁３０におけるバルコニー床梁５４Ｃとの連結構成について説明する。図
５（ａ）及び（ｂ）に示すように、建物本体１２の出隅部では、隣り合う外周梁３０同士
が互いに直角をなして配置されており（以下、外周梁３０Ｂと直角をなす外周梁を外周梁
３０Ｃという）、それら外周梁３０Ｂ，３０Ｃ同士が連結金具８５を介して連結されてい
る。連結金具８５は、上記の連結金具７１（７３）と同一の構成を有しており、その板部
８５ａが外周梁３０Ｃのウェブ３０ａの屋外側面に溶接固定され、その板部８５ｂが外周
梁３０Ｂのウェブ３０ａの屋内側面にボルト８７固定されている。
【００４９】
　外周梁３０Ｂの屋外側（換言すると外周梁３０Ｂを挟んで外周梁３０Ｃとは反対側）に
は、バルコニー床梁５４Ｃが連結金具８６を介して連結されている。連結金具８６は、上
記の連結金具７１（７３）と同一の構成を有しており、その板部８６ａがバルコニー床梁
５４Ｃのウェブ５４ａのバルコニー内側面に溶接固定され、その板部８６ｂが外周梁３０
Ｂのウェブ３０ａの屋外側面にボルト８８固定されている。
【００５０】
　なお、隣り合う外周梁３０同士の連結及び、バルコニー床梁５４と外周梁３０との連結
は必ずしも上記のような連結金具７１，７３，８５，８６を用いて行う必要はなく、連結
金具を介さずにボルト等を用いて直接連結する等、その連結構成は任意である。
【００５１】
　ところで、本実施形態の建物１０では、外周梁３０が熱橋となるのを抑制すべく、外周
梁３０の屋外側に外周梁断熱材７０が設けられている。以下、かかる外周梁断熱材７０を
有してなる外周梁３０の断熱構造について図２に加え図６及び図７を用いながら説明する
。なお、図６は、外周梁３０Ａにおけるバルコニー床梁５４Ａとの連結部分周辺（すなわ
ち図３の領域Ｃ１）の断熱構造を示しており、（ａ）が同構造を示す斜視図であり、（ｂ
）が平面図である。また、図７は、外周梁３０Ｂにおけるバルコニー床梁５４Ｃとの連結
部分周辺（すなわち図３の領域Ｃ２）の断熱構造を示しており、（ａ）が同構造を示す斜
視図であり、（ｂ）が平面図である。
【００５２】
　図２，図６及び図７に示すように、外周梁断熱材７０は、発泡系断熱材（硬質系断熱材
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）により長尺状でかつ板状に形成されており、例えばウレタンフォーム樹脂により形成さ
れている。外周梁断熱材７０は、外周梁３０の屋外側において当該外周梁３０に沿って延
びるように設けられている。外周梁断熱材７０は、外周梁３０の溝部３１ａの開口を塞ぐ
ようにして上下の各フランジ３０ｂ，３０ｃに跨がって設けられており、これにより各フ
ランジ３０ｂ，３０ｃを含む外周梁３０の上下高さ全域が外周梁断熱材７０により屋外側
から覆われている。なお、建物本体１２の出隅部では、図７に示すように、外周梁３０Ｃ
を屋外側から覆う外周梁断熱材７０が外周梁３０Ｂの長手方向の端部まで延出し、その延
出部分により当該端部が屋外側から覆われている。
【００５３】
　また、図示は省略するが、外周梁断熱材７０は、外周梁３０の上面（詳しくはフランジ
３０ｂの上面）及び下面（詳しくはフランジ３０ｃの下面）にそれぞれ設けられた上下一
対の挟み込み部材により挟み込まれることで固定されている。この場合、挟み込み部材は
、例えば平板状のプレートからなり、外周梁３０の上面及び下面にそれぞれ外周梁断熱材
７０の上端部及び下端部にはみ出した状態で取り付けられる。なお、外周梁断熱材７０の
固定構成は必ずしもこれに限ることなく、接着用テープを用いて固定する等その固定構成
は任意である。
【００５４】
　ここで、上述したように、本実施形態の建物１０では、外周梁３０の屋外側にバルコニ
ー床梁５４が連結されているため、外周梁３０におけるバルコニー床梁５４との連結部位
（以下、連結部位８３という）では外周梁断熱材７０を配設することができない。そのた
め、図６及び図７に示すように、外周梁断熱材７０を当該連結部位８３において分断して
配置する必要がある。しかしながら、この場合、当該連結部位８３で断熱欠損が生じるこ
ととなるため、外周梁３０が当該連結部位８３において熱橋となるおそれがあり、断熱性
能の低下が懸念される。そこで本実施形態では、この点に鑑みて、外周梁３０の当該連結
部位８３においてその溝部３１ａに梁内断熱材を設け、これにより当該連結部位８３で外
周梁３０が熱橋となるのを抑制するようにしている。以下、かかる本実施形態の特徴的構
成について詳しく説明する。
【００５５】
　図６及び図７に示すように、外周梁断熱材７０は、各バルコニー床梁５４Ａ～５４Ｃに
よってそれぞれ分断されている。分断された各外周梁断熱材７０は、バルコニー床梁５４
を挟んだ両側においてそれぞれ当該バルコニー床梁５４（詳しくは各フランジ５４ｂ，５
４ｃ）に当接又は近接させて配置されている。
【００５６】
　梁内断熱材は、外周梁３０における各バルコニー床梁５４Ａ～５４Ｃとの連結部位８３
ごとにそれぞれ設けられている。図６に示すように、外周梁３０Ａにおけるバルコニー床
梁５４Ａとの連結部位８３では、当該外周梁３０Ａの溝部３１ａに一対の梁内断熱材８０
，８１が設けられている。これら各梁内断熱材８０，８１は、固定プレート７２（換言す
るとバルコニー床梁５４のウェブ５４ａ）を挟んだ両側にそれぞれ設けられている。
【００５７】
　梁内断熱材８０，８１は、繊維系断熱材としてのグラスウールからなり、（自然状態で
は）所定の厚みを有する板状に形成されている。梁内断熱材８０，８１は、Ｌ字状に屈曲
された状態で外周梁３０の溝部３１ａとバルコニー床梁５４の溝部５６とに跨がって配設
されている。具体的には、各梁内断熱材８０，８１は、バルコニー床梁５４の各溝部５６
ａ，５６ｂに対してそれぞれ設けられており、梁内断熱材８０が外周梁３０の溝部３１ａ
とバルコニー床梁５４の溝部５６ａとに跨がって配設され、梁内断熱材８１が外周梁３０
の溝部３１ａとバルコニー床梁５４の溝部５６ｂとに跨がって配設されている。
【００５８】
　より詳しくは、各梁内断熱材８０，８１は、外周梁３０の連結部位８３においてその溝
部３１ａに配設された第１断熱部８０ａ，８１ａと、その第１断熱部８０ａ，８１ａから
外周梁３０（溝部３１ａ）の長手方向に互いに逆側に延びて外周梁断熱材７０とウェブ３
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０ａとの間に入り込んだ第２断熱部８０ｂ，８１ｂと、第１断熱部８０ａ，８１ａから屋
外側に延びてバルコニー床梁５４の溝部５６ａ，５６ｂに入り込んだ第３断熱部８０ｃ，
８１ｃとを有している。
【００５９】
　第１断熱部８０ａ，８１ａ及び第２断熱部８０ｂ，８１ｂは、外周梁３０の溝部３１ａ
において上下方向に各フランジ３０ｂ，３０ｃに跨がるように設けられ、かつ、屋内外方
向にウェブ３０ａと外周梁断熱材７０とに跨がるように設けられている。具体的には、こ
れら各断熱部８０ａ（８１ａ），８０ｂ（８１ｂ）は、各フランジ３０ｂ，３０ｃの間で
上下に圧縮され、かつ、ウェブ３０ａと外周梁断熱材７０との間で屋内外方向に圧縮され
た状態で設けられている。
【００６０】
　第３断熱部８０ｃ，８１ｃは、バルコニー床梁５４の溝部５６ａ，５６ｂにおいて上下
方向に各フランジ５４ｂ，５４ｃに跨がるように設けられ、具体的には各フランジ５４ｂ
，５４ｃ間で上下に圧縮された状態で設けられている。また、第３断熱部８０ｃ，８１ｃ
は、その屋内外方向の長さが第１断熱部８０ａよりも大きくされており、より詳しくは第
１断熱部８０ａ，８１ａの屋内外方向の長さの２倍よりも大きくされている。これにより
、外周梁３０の連結部位８３において梁内断熱材８０，８１の屋内外方向の長さ（換言す
ると厚み）が十分に確保されている。
【００６１】
　また、梁内断熱材８１（詳しくは第１断熱部８１ａ及び第２断熱部８１ｂ）は隣り合う
各外周梁３０Ａ，３０Ｂの溝部３１ａに跨がるように配設されている。これにより、梁内
断熱材８１によって各外周梁３０Ａ，３０Ｂの間の隙間が屋外側から覆われた状態となっ
ている。
【００６２】
　図７に示すように、外周梁３０Ｂにおけるバルコニー床梁５４Ｃとの連結部位８３では
、当該外周梁３０Ｂの溝部３１ａに一対の梁内断熱材９０，９１が設けられている。これ
ら各梁内断熱材９０，９１は、外周梁３０Ｂの長手方向においてバルコニー床梁５４Ｃの
ウェブ５４ａを挟んだ両側にそれぞれ設けられている。梁内断熱材９０，９１は、繊維系
断熱材としてのグラスウールからなり、（自然状態では）所定の厚みを有する板状に形成
されている。
【００６３】
　各梁内断熱材９０，９１のうち梁内断熱材９０は、上述した梁内断熱材８０，８１とそ
の構成が基本的に同じであり、また外周梁３０の溝部３１ａ及びバルコニー床梁５４の溝
部５６ａへの配設構成も基本的に同じである。そのため、ここではその説明を割愛する。
つまり、梁内断熱材９０は、外周梁３０Ｂの溝部３１ａとバルコニー床梁５４Ｃの溝部５
６ａとに跨がるようにＬ字状をなして配設されており、各断熱部９０ａ～９０ｃをそれぞ
れ有している。
【００６４】
　これに対して梁内断熱材９１は、外周梁３０Ｂの溝部３１ａとバルコニー床梁５４Ｃの
溝部５６ｂとに跨がって設けられており、これにより屋内外方向（換言するとバルコニー
床梁５４Ｃの長手方向）に延びる直線状をなしている。つまり、梁内断熱材９１は、外周
梁３０の溝部３１ａに配設された第１断熱部９１ａと、バルコニー床梁５４Ｃの溝部５６
ｂに配設された第２断熱部９１ｂとを有している。
【００６５】
　梁内断熱材９１の第１断熱部９１ａは、外周梁３０Ｂの溝部３１ａにおいて各フランジ
３０ｂ，３０ｃ間で上下に圧縮された状態で設けられ、第２断熱部９１ｂはバルコニー床
梁５４Ｃの溝部５６ｂにおいて各フランジ５４ｂ，５４ｃ間で上下に圧縮された状態で設
けられている。また、溝部３１ａでは第１断熱部９１ａが梁内断熱材９０の第１断熱部９
０ａと接触した状態で設けられており、これにより外周梁３０Ｂの連結部位８３ではこれ
ら各梁内断熱材９０，９１（の第１断熱部９０ａ，９１ａ）により連続した断熱ラインが
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形成されている。
【００６６】
　なお、図示は省略するが、外周梁３０Ｂにおけるバルコニー床梁５４Ｂとの連結部位８
３でも、上述したバルコニー床梁５４Ａとの連結部位８３と同様の配置構成で梁内断熱材
８０，８１が配設されている。
【００６７】
　以上、詳述した本実施形態の構成によれば、以下の優れた効果が得られる。
【００６８】
　外周梁３０におけるバルコニー床梁５４との連結部位８３では、その溝部３１ａに梁内
断熱材８０，８１，９０，９１を配設した。これにより、外周梁３０の連結部位８３では
バルコニー床梁５４により外周梁断熱材７０が分断されているものの、外周梁３０の溝部
３１ａに梁内断熱材８０，８１，９０，９１が配設されているため、当該連結部位８３に
おいて外周梁３０が熱橋となるのを抑制することができる。これにより、断熱性能の低下
を抑制することができる。
【００６９】
　梁内断熱材８０，８１，９０については、外周梁３０の溝部３１ａにおいて、その一部
を外周梁断熱材７０と外周梁３０のウェブ３０ａとの間に入り込ませた。これにより、梁
内断熱材８０，８１，９０と外周梁断熱材７０とを外周梁３０の長手方向に連続させて設
けることができるため、断熱性能の低下を抑制する効果を高めることができる。
【００７０】
　また、梁内断熱材８０，８１，９０において外周梁断熱材７０とウェブ３０ａとの間に
入り込ませた部分（第２断熱部８０ｂ，８１ｂ，９０ｂ）については外周梁断熱材７０と
接触させて設けた。これにより、梁内断熱材８０，８１，９０と外周梁断熱材７０とで連
続した断熱ラインを形成することができ、その結果断熱性能の低下を抑制する効果をさら
に高めることができる。
【００７１】
　梁内断熱材８０，８１，９０，９１を外周梁３０の連結部位８３における当該外周梁３
０の溝部３１ａとバルコニー床梁５４の溝部５６とに跨がって配設した。これにより、梁
内断熱材８０，８１，９０，９１の屋内外方向の長さ（換言すると梁内断熱材８０，８１
，９０，９１の厚み）を大きくすることができるため、断熱性能の低下をより一層抑制す
ることができる。
【００７２】
　Ｈ形鋼よりなるバルコニー床梁５４の各溝部５６ａ，５６ｂに対してそれぞれ梁内断熱
材８０，８１（９０，９１）を設け、それら各梁内断熱材８０，８１（９０，９１）のそ
れぞれを外周梁３０の溝部３１ａとバルコニー床梁５４の溝部５６ａ（５６ｂ）とに跨が
るように配設した。これにより、バルコニー床梁５４がＨ形鋼からなる場合でも、梁内断
熱材８０，８１，９０，９１の厚みを大きくすることで奏する上記の効果を得ることがで
きる。
【００７３】
　具体的には、梁内断熱材８０，８１，９０については、外周梁３０の連結部位８３にお
いてその溝部３１ａに配設された第１断熱部８０ａ，８１ａ，９０ａと、第１断熱部８０
ａ，８１ａ，９０ａから溝部３１ａに沿って延び外周梁断熱材７０とウェブ３０ａとの間
に入り込んだ第２断熱部８０ｂ，８１ｂ，９０ｂと、第１断熱部８０ａ，８１ａ，９０ａ
から屋外側に延びバルコニー床梁５４の溝部５６に入り込んだ第３断熱部８０ｃ，８１ｃ
，９０ｃとを有してＬ字状に形成した。これにより、第２断熱部８０ｂ，８１ｂ，９０ｂ
により梁内断熱材８０，８１，９０と外周梁断熱材７０とを外周梁３０の長手方向に連続
させることができ、第３断熱部８０ｃ，８１ｃ，９０ｃにより梁内断熱材８０，８１，９
０，９１の屋内外方向の長さを大きくすることができるため、断熱性能の低下を大いに抑
制することができる。
【００７４】
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　梁内断熱材８０，８１，９０を繊維系断熱材により形成したため、梁内断熱材８０，８
１，９０を屈曲させる等して簡単にＬ字状とすることができるとともに、梁内断熱材８０
，８１，９０を外周梁３０の溝部３１ａとバルコニー床梁５４の溝部５６との双方にそれ
ぞれ充填させ易くすることができる。
【００７５】
　隣り合って設けられた各外周梁３０Ａ，３０Ｂの溝部３１ａに跨がって梁内断熱材８１
を配設したため、それら各外周梁３０Ａ，３０Ｂの間に生じる隙間を梁内断熱材８１によ
り屋外側から塞ぐことができる。これにより、かかる隙間を通じた空気の出入り、ひいて
はその空気の出入りに伴う熱の出入りを抑制することができ、断熱性能の向上を図ること
ができる。
【００７６】
　建物本体１２から屋外側に張り出してバルコニー２０が設けられる建物１０では、バル
コニー２０が外周梁３０の屋外側に連結された複数のバルコニー床梁５４によって支持さ
れている場合がある。このような構成では、外周梁断熱材７０がそれら複数のバルコニー
床梁５４によって分断されてしまうことになるため、断熱性能の低下を招き易い。この点
、上記の実施形態では、外周梁３０における各バルコニー床梁５４との連結部位８３ごと
にそれぞれ梁内断熱材８０，８１，９０を設けたため、かかる構成にあっても断熱性能の
低下を抑制することができる。
【００７７】
　本発明は上記実施形態に限らず、例えば次のように実施されてもよい。
【００７８】
　（１）上記実施形態では、梁内断熱材８０，８１，９０，９１を外周梁３０の溝部３１
ａとバルコニー床梁５４の溝部５６とに跨がって配設したが、梁内断熱材を外周梁３０の
溝部３１ａにのみ配設してもよい。例えば、梁内断熱材を、外周梁３０の連結部位８３に
おいてその溝部３１ａに配設された部分と、当該部分から溝部３１ａに沿って延び外周梁
断熱材７０と外周梁３０のウェブ３０ａとの間に入り込んだ部分とを有して直線状に形成
することが考えられる。この場合でも、梁内断熱材と外周梁断熱材７０とを外周梁３０の
長手方向に連続させて設けることができるため、断熱性能の低下を抑制する効果を高める
ことができる。
【００７９】
　また、外周梁３０の連結部位８３にのみその溝部３１ａに梁内断熱材を配設するように
してもよい。この場合にも、当該連結部位８３において外周梁３０が熱橋となるのを抑制
することができ、断熱性能の低下を抑制することができる。また、このような構成であれ
ば、バルコニー床梁５４として、必ずしも溝部を有した形鋼を用いる必要はなく、例えば
角形鋼等、溝部を有しない形鋼や、角材等を用いることもできる。
【００８０】
　（２）上記実施形態では、Ｈ形鋼よりなる外周梁３０に対して本発明の断熱構造を適用
したが、外周梁が溝形鋼やＩ形鋼等、溝部を有する他の形鋼よりなる場合でも本発明を適
用することができる。例えば、外周梁がウェブと、ウェブの上下両端部からそれぞれ屋外
側に延びる一対のフランジを有する溝形鋼からなる場合においても、外周梁におけるバル
コニー床梁５４との連結部位においてその溝部に梁内断熱材を配設すれば、外周梁の連結
部位において外周梁が熱橋となるのを抑制することができる。
【００８１】
　（３）上記実施形態では、外周梁３０Ａの連結部位８３においてその溝部３１ａが固定
プレート７２により外周梁３０の長手方向に遮断されていたが、かかるプレート７２が溝
部３１ａに設けられていない構成であれば、梁内断熱材を溝部３１ａにおいてバルコニー
床梁５４により分断された両外周梁断熱材７０に跨がるように配設してもよい。そうすれ
ば、一の梁内断熱材を介して分断された両外周梁断熱材７０を外周梁３０の長手方向に連
続させることができ、断熱性能の低下を抑制する効果を高めることができる。
【００８２】
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　（４）梁内断熱材８０，８１，９０，９１をウレタンフォーム樹脂等の発泡系断熱材（
硬質系断熱材）により形成してもよい。この場合、梁内断熱材８０，８１，９０について
は樹脂成形によりＬ字状に形成し、梁内断熱材９１について同じく樹脂成形により直線状
に形成することが考えられる。一般に、発泡系断熱材はグラスウール等の繊維系断熱材と
比べて断熱性能が高いため、断熱性能の向上を図ることができる。
【００８３】
　（５）外周梁断熱材７０と梁内断熱材８０，８１，９０，９１とを予め製造工場におい
て接着等により接合し一体化してもよい。例えば、外周梁断熱材７０における長手方向の
端部に対して梁内断熱材８０，８１，９０，９１を接合することが考えられる。そうすれ
ば、施工現場において、外周梁断熱材７０と梁内断熱材８０，８１，９０，９１とを外周
梁３０及びバルコニー床梁５４に対して設置する際、それらの断熱材７０、８０（８１，
９０，９１）を一体で取り扱うことができるため、その作業がし易い。
【００８４】
　（６）建物本体１２の二階部分１６から屋外側に張り出すように庇部（張出部に相当）
が設けられている構成において、その庇部が二階部分１６の外周梁に連結された複数の支
持梁により支持されている場合に、その外周梁に対して本発明の断熱構造を適用してもよ
い。
【符号の説明】
【００８５】
　１０…建物、１２…建物本体、２０…張出部としてのバルコニー、３０…外周梁、３０
ａ…ウェブ、３１ｂ．３１ｃ…フランジ、３１ａ…溝部、５４…交差梁及び支持梁として
のバルコニー床梁、５６ａ，５６ｂ…溝部、７０…外周梁断熱材、８０，８１…梁内断熱
材、９０，９１…梁内断熱材。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】
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